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会員各位
（社）日本社会福祉士会
会長　山村　睦
　（社）日本社会福祉士会　成年後見委員会 

委員長　星野　美子

市民後見のあり方にかかる

日本社会福祉士会の提言書（案）について

時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。

　成年後見制度施行から10年以上が経過し、親族や専門職による後見のみならず、市民後見人の推進や様々な主体による法人後見の推進等、この間成年後見制度を取り巻く状況も大きく変化してきています。

日本社会福祉士会では、日本弁護士連合会との連携協議の場で昨年から「市民後見のあり方」について協議検討をしてきました。2009年9月には会員のみなさま、ならびに都道府県社会福祉士会に「成年後見制度のあり方等にかかる日本社会福祉士会の提言書作成に向けたアンケート」の一環で、市民後見に関するご意見を伺わせていただいております。みなさまからのご意見や、自治体、社協、弁護士会への市民後見に関するアンケート調査結果を踏まえ、2010年4月10日に日本弁護士連合会との共催で「市民後見のあり方」に関するシンポジウムを開催しております。このようなご意見募集、調査、協議会における検討ならびにシンポジウムでの議論より、添付のとおり日本弁護士連合会と同内容の提言書（案）を作成しました。
　つきましては、別紙「市民後見のあり方に関する提言書（案）」について、広くご意見をいただきたいと考えております。ご意見をいただける場合には、2010年8月6日（金）までにメール、ＦＡＸまたは郵送（必着）にてご連絡いただきますようお願いいたします。

お問合せ・送付先


（社）日本社会福祉士会　事務局（担当：荒木）


〒160-0004　東京都新宿区四谷1－13カタオカビル2階


TEL：03-3355-6541　FAX：03-3355-6543　E-Mail：� HYPERLINK "mailto:seinenkoken@jacsw.or.jp" �seinenkoken@jacsw.or.jp�

















